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北広島市国民健康保険運営協議会会議録 

  

1 会議名  令和2年度 第3回北広島市国民健康保険運営協議会 

2 日 時  令和2年12月15日（火）～令和3年1月6日（水） 

3 会 場  書面開催 

4 出席者   

委 員 ：川島会長、安達委員、伊東委員、今井委員、奥田委員、山美委員、

葛西委員 

事務局等：三上保健福祉部長 

（税 務 課）近藤課長 

（保険年金課）林課長、三澤主査、石川主査、後藤主任  

 

会議内容 

 

・審議事項 

（1） 北広島市国民健康保険税率の改定について 

（2） 北広島市国民健康保険税 課税限度額の改定について 

 
 
○北広島市国民健康保険税率の改定について 

それでは、北広島市国民健康保険税率の改定についてご説明いたします。 

 

資料はカラーＡ３の左上に審議事項（１）北広島市国民健康保険税率の改定につ

いて、と記載しているものです。 

資料の説明に入ります前に、国保の概要を説明いたしますと、国民健康保険制度

は、これまで市町村単位で運営してきましたが、市町村間の負担の公平化と財政運

営の安定化を図り持続可能な医療保険制度を構築するため、平成３０年度から、都

道府県単位で国保運営をすることとなりました。 

新たな制度では、市町村は、北海道が決定する「国民健康保険事業費納付金」を納

付するため、北海道から示される市町村ごとの「標準保険料率」を基に税率を決定す

ることとなりました。 

北海道における納付金等の算定は、過去の実績値や、国が示す係数を基に行いま

すが、国の係数は、10月末の仮係数と12月末の確定係数の2回が示されます。 

 このたび、11月14日に北海道から仮係数による令和3年度の算定結果の通知が

ありましたので、その内容をお知らせいたします。 

 

まず資料の上段について説明いたします。資料の上段は、昨年度に行いました令

和2年度の納付金と保険税率の算定経過を記載しております。 
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昨年度は、北海道の算定が3回行われております。 

資料の白抜きの文字で記載している、令和元年11月の仮係数1回目、12月の仮係

数2回目、令和2年1月の確定係数の3回です。通常は2回ですが、昨年度は、仮

係数の算定において急激な上昇となることから、北海道の特例基金から財源を投入

し全道の納付金を引き下げて再計算を行ったことから3回になっています。 

算定の都度、示されるものとして、北海道へ納付する「納付金」、そして納付金を

納めるために保険税で集める必要のある額である「保険税収納必要額」、そして、そ

れを確保するための「標準保険税率」があります。 

資料では、黄色の部分が保険税で集める必要のある額である「保険税収納必要額」

で、その下の矢印の先にある、緑色とオレンジ色の部分が「標準保険税率」です。 

順を追って説明いたしますと、仮係数の 1 回目では、③の保険税収納必要額は、

総額で約12億円、1人あたり100,621円と示され、その額を賄うための「標準保険

税率」が2パターン示されております。 

標準保険税率は、どちらも12億円を確保するために算出されたものですが、所得

割、均等割、平等割の配分の異なる2パターンが示されております。 

北広島市割合が現在の北広島市の配分に合わせたもので、標準割合よりも所得割

や均等割の配分が大きい税率となっております。 

 

次に、仮係数の 2 回目では、財源投入により 1 回目より引き下がり、⑥の保険税

収納必要額は、1人あたり97,712円となりました。 

また北海道では、一定割合を超えた分につきましては、激変緩和措置として財源

補てんを行いますが、ここでは、⑤にあるように総額3千556万9千円、1人あたり

2,982円が財源補てんされた結果が⑥の必要額となっております。 

 

次に、1月の確定係数による算定では、⑧に示すように激変緩和措置として、総額

約5千万円、一人当たり4,217円が補てんされ、保険税収納必要額は、⑨1人あたり

95,716円と算定されました。また、合わせて標準保険税率も示されました。 

ここまでが、北海道の算定結果であり、これを基に、点線の右側に 1-2 検証及び

改定案算定とあるのが、北広島市での算定になります。 

 

まず、⑩の市町村個別の歳入歳出の加算減算とある部分につきまして、資料右上

の囲みをご覧ください。■に記載してありますように、北海道の算定では、全道で積

算方法を統一して保険税収納必要額を算出しているため、市の実情と一致しない部

分がありますので、市において別途加算減算して収納必要額を再計算しております。 

例えば北海道の算定では加味されていない国の交付金や延滞金の歳入を加味する

ことで、必要額が引き下がることになります。そのように算定した、市積算保険税収

納必要額が、ピンク色の⑪となります。 
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その市積算保険税収納必要額⑪に対して、現行の税率で充足するのか検証を行い

ました。現行の令和元年度の税率による収納見込み額⑫と⑪の必要額を比較すると、

税率を現行のままにすると⑬の 1 千 692 万円の不足が見込まれることから、その不

足を補うため、赤枠に示す保険税率への改定を行いました。 

所得割、均等割、平等割の配分は、現行の割合を維持する形で税率を設定しており

ます。 

以上が、昨年度の経過でございます。 

 

続きまして、資料下段が、11月14日に示された、令和3年度の算定であります。 

激変緩和措置の補てん前の保険税収納必要額が、⑭の総額12億2,140万7千円、.

被保険者数11,698人で1人あたりは104,412円となっております。 

今年から⑮の激変緩和措置が補填されませんので、同額が保険税収納必要額とな

っております。また、合わせて、この必要額を賄うために算定された標準保険税率が

２パターン示されました。 

⑯の吹き出しに記載しておりますが、この中には、平成30年度に財源不足が見込

まれ北海道の財政安定化基金から貸付を受けた 4,300 万円につきまして、令和 2 年

から4年の3年間で返済するため、貸付額の3分の１の1,433万円が上乗せされて

おります。しかし、平成30年度決算におきまして、結果的には財源が不足しなかっ

たため、4,300万円は、そのまま積立ておりますので、実際には、令和3年度の税率

に上乗せする必要がない部分です。 

 

次に、右側2-2北海道による激変緩和措置をご覧ください。 

激変緩和の対象は、①平成28年度と比較して15.89％以上増えた分を補てんする

ものです。 

令和元年度は、自然増を3.95％増と算定されました。基準年度のH28の負担額の

1 年目の２％分、2 年目の２％分、それに自然増分 3.95％を合わせると 7.99％とな

りますので、H28 年度よりも 7.99％を超えた分が激変緩和措置として補填されまし

た。 

令和2年度は、自然増は2.52％と算定されました。基準年度のH28の負担額の1

年目の２％分、2年目の２％分、3年目の２％分、それに自然増分2.52％を合わせる

と8.64％となりますので、H28年度よりも8.64％を超えた分が激変緩和措置として

補てんされました。補てん額合計が、⑧の5千30万円です。 

この度の令和3年度の仮係数算定では、自然増は7.65％と算定されました。基準

年度の H28 の負担額に対する一定割合が 8.24％と自然増分を合わせると、15.89％

となりますので、H28年度よりも15.89％を超えた分が激変緩和措置として補てんさ

れまるのですが、北広島市は対象となっておりません。 
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次に、2-3の令和3年度納付金算定の前年度比較をご覧ください。 

この表は、資料上段の昨年度算定の仮係数 2 回目の⑥と、この度の算定結果⑯を

比較したものです。 

総額では、5千589万4千円増えていますが、被保険者数は減っているため、1人

あたりでは、6,700円、6.86％の増額となっております。 

この比較は、同時期の算定結果を単純に比較したものであり、実際の保険税率の

見直しにおいては、昨年度の算定と同様に、市の個別の歳入の減算等を行い、必要額

を再計算しますので、この6.86％がそのまま令和3年度の引き上げという訳ではあ

りません。 

 

 

次に、Ａ3の資料で、審議事項（１）資料 1人あたりの保険税収納必要額と激変

緩和措置と記載のものをご覧ください。 

 

1人あたりの保険税収納必要額と激変緩和措置を棒グラフにしたものです。 

左から、基準年度の28年度、黄色の31年度、水色の令和2年度、ピンク色の令

和 3 年度、と並んでいます。緑色の部分が激変緩和措置として補てん されている

部分で、それ以外が保険税収納必要額を示しています。 

 

一番右側の令和 3 年度のグラフをご覧ください。激変緩和前の保険税収納必要額

が、棒グラフの二番目に記載の⑳の104,412円となっております。 

令和3年度の激変緩和につきましては、平成28年度から青い縦の矢印の２％をあ

わせた8.24％に、さらに自然増を示す赤い矢印7.65％を加えた赤い点線のライン⑲

107,357円を超える部分が補填されるものでありますが、北広島市は対象となってお

りません。保険税収納必要額は⑳の104,412円となります。 

 

以上が11月14日に示された仮係数による算定結果であります。 

 

納付金及び標準保険税率の算定につきましては、今後、仮係数による算定の一部

修正した変更値が示され、1月には、確定係数による算定値が示されます。 

今後の算定で納付金額が変動することから、令和3年度の税率につきましては、1

月の納付金の確定値をもって、その納付金を基にした見直しを行っていくこととな

りますが、令和 2 年度に比べ令和 3 年度の税率の引き上げ率が大きい場合、税率算

定の際に引き上げ率を抑制する手段として、積立金繰り入れを検討する事、及び低

所得者層に配慮した賦課割合を検討する事を、ご審議願います。 

 

説明は以上です。 
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○北広島市国民健康保険税 課税限度額の改定 

それでは、審議事項（２）北広島市国民健康保険税 課税限度額の改定について 

ご説明いたします。 

 

1つ目の○、課税限度額については、国の定める法定課税限度額の範囲内で市町村

が決定します。 

２点目、令和2年3月31日に地方税法施行令が改正され、令和2年度からの法定

課税限度額について、医療分が2万円、介護分が1万円引き上げられ、合計で96万

円から99万円となりました。 

３点目、北広島市では、国の1年遅れで改正する方針としております。 

この度の諮問としましては、令和 3 年度において令和 2 年度法定課税限度額に改

定するというものです。 

 

１の税限度額の改正経過の図をご覧ください。 

上が国の法定限度額の改正経過で、斜めの矢印の先が北広島市の改正経過です。 

平成28年度の国の法定限度額の改定を市では1年遅れの平成29 年度に改定し、

平成30年度の国の法定限度額の改定を市では1年遅れの平成31 年度に改定してき

ました。 

 

 今回の諮問内容としましては、太枠で囲っている部分ですが、令和 2 年度の国の

法定限度額が、医療分で前年度の61万円から63万円に 2万円引き上げられ、後期

分は、19万円で据え置き、介護分は16万円から17万円に1万円引き上げられ、合

計で96万円から99万円に3万円引き上げになりました。矢印の先にあるように、

国の令和 2 年度改正分を市では１年遅れの令和 3 年度において、改正するというも

のであります。 

 

２の改定の影響をご覧ください。 

令和2年度の課税データから影響額を推計したものです。 

引き上げ前の令和2年度の限度額61万円では、限度額を超過する世帯は64世帯

ですが、改定案の63万円の限度額ですと、限度額を超える世帯が3世帯減り、61世

帯となります。 

限度額を超過する税額は、4,601 万 9 千円（46,019 千円）から 4,479 万 9 千円

（44,799千円）となり、122万円（1,220千円）減ります。 

この減額となる122万円が、加入者にとっては課税増加額となります。 

※令和2年10月末時点世帯数7,935 61世帯／7,935世帯＝0.77％の世帯に影響 
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次に、資料の裏面ご覧ください。 

この表は、限度額に到達する所得の目安です。 

限度額が上がることで、到達する所得も上がります。 

 

以上で説明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 


